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変   更   後  変   更   前  

第１ 総則 第１ 総則 

［１～４ 略］ ［１～４ 同左］ 

５ 中波放送を行う基幹放送局の放送区域において災害対策等のため補完的に超短波放送用周

波数を用いて放送を行う中継局及び中波放送を行う基幹放送局を正当な理由により六箇月以

上休止しようとする場合若しくは休止している場合又は廃止しようとする場合若しくは廃止

した場合に当該基幹放送局の放送区域における放送を確保するために超短波放送用周波数を

用いて放送を行う中継局（以下「補完中継局」という。）のうち第４の１(2)及び第４の３

に定める周波数を使用するもの以外のもの（以下「その他の補完中継局」という。）の周波

数等は、個別に定めるものとする。この場合において、その他の補完中継局の開設目的に応

じ、周波数については次に掲げるものの中から選定する。また、空中線電力については原則

として100W以下とし、⑴から⑷までの開設目的を達成する必要最小のものとする。 

５ ［同左］ 

⑴ 中波放送の放送設備が災害発生時に被害を受け、放送の継続が困難となる事態への対策

を開設目的とするその他の補完中継局 

90.1MHzから98.9MHzまでの0.1MHz間隔の周波数。ただし、当該周波数を割り当てること

ができない場合であって、災害対策のために真に必要なときは、76.1MHzから90.0MHzまで

の0.1MHz間隔の周波数を選定することができる。 

⑴ 中波放送の放送設備が災害発生時に被害を受け、放送の継続が困難となる事態への対策

を開設目的とするその他の補完中継局 

90.1MHzから98.9MHzまでの0.1MHz間隔の周波数 

ただし、当該周波数を割り当てることができず、災害対策のために真に必要な場合に限

り、76.1MHzから90.0MHzまでの0.1MHz間隔の周波数を使用させることができる。 

［⑵・⑶ 略］ ［⑵・⑶ 同左］ 

⑷ 中波放送を行う基幹放送局を正当な理由により六箇月以上休止しようとする場合若しく

は休止している場合又は廃止しようとする場合若しくは廃止した場合の当該基幹放送局の

放送区域における放送の確保を開設目的とするその他の補完中継局 

90.1MHzから98.9MHzまでの0.1MHz間隔の周波数。ただし、放送確保対策のために真に必

要なときは、76.1MHzから90.0MHzまでの0.1MHz間隔の周波数を選定することができる。 

⑷ 中波放送を行う基幹放送局を正当な理由により六箇月以上休止しようとする場合若しく

は休止している場合又は廃止しようとする場合若しくは廃止した場合の当該基幹放送局の

放送区域における放送の確保を開設目的とするその他の補完中継局 

90.1MHzから98.9MHzまでの0.1MHz間隔の周波数 

［６～11 略］ ［６～11 同左］ 

12 以上のほか、基幹放送用の周波数の使用は、電波に関する国際的取り決め及び次に掲げる

要件に適合するとともに、電波の公平かつ能率的な利用の確保に資するものとする。 

12 ［同左］ 

［⑴・⑵ 略］ ［⑴・⑵ 同左］ 

⑶ 超短波放送（地上系）（移動受信用地上基幹放送を行うものを除く。） 

ア 必要と認められる場合には、指向性空中線、俯角付き空中線、垂直偏波及び次に掲げ

る基準に合致する同期放送方式を使用させることができるものとする。 

⑶ 超短波放送（地上系）（移動受信用地上基幹放送を行うものを除く。） 

ア 必要と認められる場合には、指向性空中線、俯角付き空中線、垂直偏波及び次に掲げ

る基準に合致する同期放送方式を使用させることができるものとする。 
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相互に同期放送の関係にある基幹放送局は、同時に同一番組を放送するものであって

、相互に同期放送の関係にある基幹放送局の搬送周波数の差及び最大周波数偏移の差が

、受信機において単一の放送波として適切に受信できる範囲内であること。 

相互に同期放送の関係にある基幹放送局は、同時に同一番組を放送するものであって

、相互に同期放送の関係にある基幹放送局の搬送周波数の差が2Hzを超えて変わらない

ものであること、かつ、最大周波数偏移の差が1kHzを超えて変わらないものであること。 

［イ 略］ ［イ 同左］ 

備 考 表 中 の ［ ］ の 記 載 は 注 記 で あ る 。


